別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費
	事業名:介護職員人材確保対策事業費・介護職員人材確保対策事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2600）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：172,293千円（前年度予算額：182,474千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　介護を必要とする方が安心してサービスを受けることができるよう、介護サービスを支える人材の確保と定着を支援する。
　具体的には次の事業を行う。

（１）調査研究事業　　　　　　　　　　　（６）進路選択学生等支援事業
（２）介護人材確保のための連携　　　　　（７）潜在的有資格者等支援事業
（３）介護職員資質向上支援事業　　　　　（８）複数事業所連携事業
（４）イメージアップ事業　　　　　　　　（９）職場体験事業
（５）人材定着支援アドバイザー事業　　　（10）キャリア形成訪問指導事業
	２　所要経費


（１）　325,000円　　　　　　（６）35,325,000円
（２）　150,000円　　　　　　（７）25,036,000円

（３）2,700,000円　　　　　　（８）45,256,000円

（４）1,400,000円　　　　　　（９）26,492,000円

（５）6,500,000円　　　　　　（10）29,109,000円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　　介護サービスを支える人材を確保するために、次のことを行う。

　　（１）介護への関心とイメージを高める。

　　（２）新たな介護人材を掘り起こし、育成・養成する。

　　（３）介護人材の定着を図る。

　　（４）労働環境等の改善を図る。
	２　これまでの取組状況


　岐阜県福祉人材総合対策センターを県社会福祉協議会に運営委託して設置し、介護施設等での職場体験事業や介護等の仕事のイメージアップ事業の実施、介護事業所が連携して行う求人活動・研修等の支援、介護職員に対する相談体制の充実、高等学校への訪問説明会や就職説明会の開催など、総合的な介護人材の養成・確保対策を推進してきた。
	３　これまでの取組に対する評価


　介護従事者のキャリアアップを目的とした「（３）介護職員資質向上支援事業」や、新たな人材の介護分野への参入・参画を目的とした「（７）潜在的有資格者等養成支援事業」は、直接介護現場の処遇の改善につながることから、ニーズも高く、利用者や関係者の評判は良い。他の事業においても利用は増加傾向にあり、引き続き効果的な事業を実施して、介護人材の養成・確保に努めていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	182,474
	8,837
	
	
	
	
	
	
	173,637※1

	要求額
	172,293
	5,537
	
	
	
	
	
	
	166,756※2

	決定額
	172,293
	5,537
	
	
	
	
	
	
	166,756※2


※1　うち、164,799千円は、「障害者自立支援対策臨時特例基金繰入金」充当。

※2　うち、161,218千円は、「障害者自立支援対策臨時特例基金繰入金」充当。
